
別表２（第４条、第５条関係）

補助区分 補助率（＊１） 補助上限額（＊１） 補助対象外経費 補助要件 その他

○　事業所における記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報
連携含む。）、請求業務を一気通貫で行うことが可能となってい
るものであること（転記等の業務が発生しないこと）。

○　日中のサポート体制を常設していることが確認できる製品で
あること（有償・無償を問わない）。また、研究開発品ではな
く、企業が保証する商用の製品であること。

○　業務効率化及び職員の業務負担軽減に効果のあるハードウェ
アであって、障害福祉サービス等の提供に関する記録を支援を行
う場所で完結でき、その場で利用者の情報を確認できるタブレッ
ト等のほか、職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど
効果・効率的なコミュニケーションを図るためのインカムなどＩ
ＣＴ技術を活用したものであること。

○　情報端末を導入する際にあっては、必ず障害福祉サービス等
の提供に関する記録ソフトをインストールのうえ、業務にのみ使
用すること（補助目的以外の使用の防止及び私物と区別するた
め、業務用であることを明確に判別するための表示（シール等に
よる貼付）を行うなど事業所において工夫すること）。

（３）通信環境機器等
○　（１）（２）を利用するにあたり必要なＷｉ-Ｆｉルーター
等、Ｗｉ-Ｆｉ環境を整備するために必要な機器（機器の購入・設
置のための費用のみ）。

（４）保守経費等
○　クラウドサービス、保守・サポート費、セキュリティ対策、
ＩＣＴ導入に関する他事業者からの照会等に応じた場合の経費な
ど。ただし、当該年度分に限る。

（５）バックオフィス業務のための
ソフト導入経費

※事業所内で一気通貫の環境が実現
できている場合に限る。

○　業務効率化に資する勤怠管理、シフト表作成、人事、給与、
ホームページ作成などのバックオフィス業務の効率化を図るソフ
トウェアの導入や、電子上での契約書の作成や署名を行うことが
できる電子サインシステム。

補助対象経費

次のア、イいずれかの要件を満たすこと。

ア：福祉・介護職員等処遇改善加算及び福祉・介護職
員処遇改善臨時特例交付金又はその他加算・手当等を
除く自主的な財源を用いて、直接処遇職員等に対する
総支給額の引上げを全体として2.0%以上行うこと。
　なお、福祉・介護職員等処遇改善加算及び福祉・介
護職員処遇改善臨時特例交付金による引上げも2.0％
以上行われていること。
（注１）比較する総支給額は次のとおり。
　　・令和６年１月31日を基準に直前の総支給額※
　　・実績報告日を基準に直前の総支給額
　　　※令和６年２月１日以降に指定を受けた事業
　　　　所は、指定後最初の総支給額とする。
（注２）上記のほか、算出に当たっての定義や算出方
法は、「（参考様式９，10）別添　直接処遇職員等
総支給額引上げ率計算書」を確認すること。

イ：「いばらき介護の働きやすい職場宣言」の認定を
受けること。（＊３）
　なお、宣言内容には、次の５つの小項目のうち３つ
以上に取り組むこと。
　①育児・介護と仕事を両立できる取組の実施
　②明確な給与体系の導入
　③健康管理に関する取組の実施
　④職員の資質向上のための研修や資格取得の取組
　　の実施
　⑤多様な人材の職場環境の構築
（注１）取組項目は、自己評価が「○」又は「◎」と
して宣言の認定を受けること。
　※認定申請は令和6年12月25日までに行うこと。

○交付決定前に導入した機器
○消費税及び地方消費税
○通信に係る経費
○ソフトウェアを開発する際
の開発基盤
○事業所に設置するパソコン
やプリンター
◯リース費用
○経済産業省が実施している
「ＩＴ導入補助金」等、他の
補助金等によって助成されて
いるもの

○全体の申請額によ
り、補助台数や１法
人における申請数を
制限することがあ
る。

５分の４

（＊２）　指定障害福祉サービス事業所における記録業務、情報共有業務（事業所内外の情報連携含む。）、請求業務を、転記等の業務が発生せずに行うことが可能であること。

（＊３）「いばらき介護の働きやすい職場宣言」について　https://fukushi.pref.ibaraki.jp/fukushi/fuku_enterprise/

ＩＣＴ機器の
導入

（１）ソフトウェア

※タブレット情報端末等による音声
入力機能等、職員の入力負荷軽減の
機能が実装されているものを推奨す
る。

（２）情報端末

※事業所内で一気通貫（＊２）の環
境が実現できている場合に限る。

1施設当たり100万円

（＊１）　対象経費の実支出額に補助率を乗じた額（千円未満切り捨て）と１施設当たりの補助上限額を比較して、少ない方の額を所要額とする。


